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抄録

　これまで市町村行政，中でも保健事業においては，サービスの提供が重視され，施策評価と再構築

が進んでいない．２０２５年には団塊世代が後期高齢者を迎え，福祉施策等のサービス量の増大が見込ま

れることから，限られた財源をより効率的，効果的に活用して健康寿命を延伸させる取組みが最重要

課題となっている．そのような中，２００８年から始まった特定健診等制度では，国が示した健診受診率

や保健指導実施率などの数値目標の達成状況によって医療保険者が負担する後期高齢者等負担金が加

減算されるしくみが定められた．これら達成に向けてPDCAサイクルによるマネジメントが必要とさ
れてきている．

　尼崎市ではこれに先駆け，２０００年から市職員の生活習慣病対策に取組み，過去７年間１～５人発生

していた心血管疾患での現職死亡が翌年からゼロとなり，長期病休者も減少した．これを市国保被保

険者の生活習慣病対策に応用し，新たに「ヘルスアップ尼崎戦略事業」を構築した．事業の立案にあ

たっては，市民の平均寿命や６５歳未満の介護認定者の状況，高額な医療費を要する疾患の状況と基礎

疾患の治療状況など，対象集団の健康実態を調べ，予防するターゲットを脳・心血管疾患など生活習

慣病の発症予防と重症化予防とし，取組みを始めた．その結果，２００８年のⅢ度高血圧者２３６人が２０１１

年には２６人と９割が改善し，未治療者も減少した．またHbA１c８％以上（JDS値）も４年間で６７％が
改善した．心筋梗塞や脳血管疾患による入院件数も減少し，生活習慣病による高額な医療費（１か月

あたり２００万円以上）の年間発生件数も虚血性心疾患で，２００８年１３０件が２０１２年は８０件と５０件減少した．

中でも，健診や保健指導介入の有無と１か月あたりの入院外医療費の比較では，保健指導介入群で最

も安く，次いで健診のみ利用，未受診者は最も高い結果であった．さらに対策の対象を広げ１１歳，１４

歳，１６～３９歳の若年層の健診を始めたところ１１歳１４歳ともHbA１c有所見が３割を超え，生活習慣病対
策をすべてのライフステージで推進する必要が生じ，全庁で対策を協議する会議体を設置し，組織横

断的な連携事業を展開し，健康寿命の延伸をめざしている．
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I. 行政の仕事のあり方とPDCAサイクル

　PDCAサイクルは，日本において，戦後まもなくから
主に製造業などにおいて品質管理に活用されてきたマネ

ジメントシステムであるが，行政においても効率的でよ

り効果的な自治体運営を目指し，PDCAサイクルを活用し
た施策評価，再構築が求められるようになってきている．

　これまでのように，生産年齢人口の比率が高く，安定

的な税の確保ができる時代は，行政ではサービスの提供

内容やあり方を積極的に見直す必要に迫られてこなかっ

たが，少子高齢化により人口構造が大きく変化し，今後，

福祉施策をはじめとするサービス量の増大が見込まれる

中，税を負担する生産年齢人口比率は縮小傾向となるた

め，限られた財源をより効率的，効果的に執行すること

が行政運営での最重要課題である．そこで，PDCAサイ
クルによるマネジメントが必要とされてきている．

　これまでの行政の仕事は，市場経済で提供が困難な

サービスや市民に等しく必要だと考えられるサービスを，

いかに提供するかに力点が置かれてきた．行政では単年

度予算執行主義が基本となるため，各事業の担当課は予

算措置されている事業をその年度内に完了できるよう努

める．また，翌年度も同じ事業を継続する場合，その予

算設計は前年度の事業で要した経費をもとに行われるた

め，翌年度も前年度と同様の手法で実施する，いわゆる

ルーティン化を生みやすい構造がある．

　さらに，これら事業に必要な経費は，主に市民から徴

収した租税だが，税徴収の担当課は事業課と同一ではな

いことが一般的であるため，事業課は税徴収の大変さを

実感する機会がないまま配当された予算に意識が注がれ

る．事業成果が売り上げなどの数字で確認できないため，

一層，費用対効果を意識しにくい．このように，一般的

な行政の仕事では，事業実施に重きが置かれ，事業評価

や事業改善を意識しにくい状況にある．

　そのような中２００８年に施行された「高齢者の医療の確

保に関する法律（以下，「高齢者確保法」という．）では，

健診受診率や保健指導実施率，完了率によって，医療保

険者ごとの後期高齢者支援金等負担額を増減させること

を定めている．将来の脳卒中や心筋梗塞の発症予防にど

れだけ貢献したかを健診受診率など具体的な数値で評価

し，不足している場合はディスインセンティブを与えよ

うとする考え方である．各指標の達成状況によって国保

など医療保険者の財政状況に影響が生じる規定であるた

め，健診，保健指導の担当者だけでなく，組織全体で事

業成果を意識し，事業の再構築に向けた協議を行う状況

が全国的に生まれてきている．高齢者確保法は，PDCA
サイクルを活用した事業マネジメント手法が保健分野で

動く契機となった画期的な法律だといえる．自治体内部

では，健診受診率などの目標の達成状況だけでなく，目

標達成のための事業経費の評価も求められるようになった．

　このことは，実施することそのものが目的化してしまっ

ている業務にも，当初の事業目的や成果指標，費用対効

果（人件費も含め，投入した経費に照らした効果）等を

評価し，事業再構築を図るきっかけへと波及させていく

必要がある．

II. 計画立案の前提として，国の施策方針とそ
の背景を理解する

　我が国では人口が最も多い，いわゆる団塊世代が６５歳

に達した．いよいよ超高齢社会を目前にしている．１０年

後には団塊世代は７５歳に到達し，医療及び介護需要が増

大する．我が国における最大の課題は持続可能性のある

社会保障制度の堅持であり，税と社会保障の一体改革な

どによって，財源の確保に資する施策と効率的で効果的

な施策への転換などが打ち出されている．基礎自治体で

ある市町村においても，今後，後期高齢者医療や介護給

付の増大に対する税の公的負担が見込まれることから，
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Abstract

　Japan becomes a super aging society in 2025. Medical demand and care will then increase and local 
government finances will decrease. Therefore, a specific medical examination system was developed 
nationally in 2008 to reduce cardiovascular disease requiring medical care. The purpose of this required 
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the future to prevent lifestyle-related diseases.
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自治体運営上の課題意識も国と等しい．

　また，健康上の問題で日常生活が制限されることなく

生活できる期間と定義される健康寿命は，男性で平均寿

命から９.１３年短い７０.４２歳，女性では１２.６８歳短い７３.６２歳
であり（平均寿命は２０１０年，図１），この平均寿命と健

康寿命の差にあたる期間は，要介護状態などQOLが低
下した期間であり，介護給付費などの扶助費が増大する

原因となる．中でも，国民生活基礎調査によると要介護

状態の原因疾患の３３.５％が生活習慣病であると報告され
ている（図２）．さらに，年齢が進むにしたがって，外

来受療率，入院受療率も増加し，その原因のトップは循

環器疾患となっている（図３）．

　したがって，これら生活習慣病を予防することで健康

寿命をより延伸させていくことが我が国の喫緊の課題の

一つであるとともに，今後高齢化率が高くなる都市部に

おいては差し迫った課題である．

　このような中，我が国では「２１世紀における国民健康

づくり運動（健康日本２１）」を２０００年にスタートさせ，

健康寿命の延伸などを目標に，健康寿命の短縮を招く脳

卒中や心筋梗塞，糖尿病合併症などの生活習慣病を予防

するための法整備や施策展開が行われてきた．併せて

２００８年には「高齢者の医療の確保に関する法律」が施行

され，メタボリックシンドロームに着目した疾病概念を

活用し，循環器疾患や糖尿病の重症化による早世，及び

障害を積極的に防ぐことを目的とした「特定健診，特定

保健指導」が定められた．市町村国保などの医療保険者

にその実施が義務付けられ，特定健診の受診率の向上と，

健診結果から層別化された生活習慣病予備群への保健指

導介入によって，生活習慣病のリスク因子の確実な減少

が求められている．

　市町村では，これらの法や国の示した上位計画の考え

方に則りつつ，生活習慣病のリスク因子を持った人の確

実な減少に向けて，まずは実態把握として住民データと

市町村の行政課題とを照らし合わせて，それらに即した

解決方策として市町村固有の施策及び事業計画の立案を

行う必要がある．保健分野では一般的に，死亡統計や健

診結果，医療費データなど，独自に様々なデータを保有

しているため，その活用による事業計画の立案は比較的
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図２　要介護度別にみた介護が必要となった主な原因

図１　平均寿命と健康寿命の差



容易だと考えられる．しかしながら，それらデータをバ

ラバラに評価し，指標を改善させる対策を計画化するや

り方は，事業目的を曖昧にさせてしまう．まず，各種

データの関連を結びつけ，本質的な課題は何かを検討す

ることが重要であるとともに，事業計画や成果が，市の

行政課題の解決にどのように貢献するか評価し，上位計

画のPDCAと整合性を合わせておくことが，組織を越え
た人的，物的措置につながりやすく，事業の継続性の観

点からも重要である．

III. 尼崎市の行政課題とヘルスアップ尼崎戦略
事業の計画立案

　本市の財政状況は，人件費，扶助費などの義務的経費

が６１.１％を占め，財政構造の弾力性を示す経常収支比率
は９５.２％と高く，市財政は硬直化した状況にある（２０１３
年度決算ベース）．その要因の一つが国保及び後期高齢

者医療費と介護給付や扶助費であり，市財政の健全化に

向けた全庁的な取組みが進められている．

　中でも，後期高齢者の医療費負担の増大は，今後も市

財政構造に大きな影響を与える．本市の人口ピラミッド

（図４）による推計では，２０１０年から２０３０年の２０年間で

は新たに２万７千人余りの後期高齢者が出現する推計と

なっている．後期高齢者医療制度では，後期高齢者の市

民にかかった医療費の１２分の１を市が負担する仕組みと

なっているが，現在，本市後期高齢者年間１人当たりの

医療費は１００万円を越え，県下１位にある．単純に考え

ても，新たに２７０億円の医療費需要が見込まれ，その１２

分の１が新たな市の負担となる．したがって，健康寿命

を延ばせるよう，働き盛り世代の疾病予防と高齢世代の

重症化予防をいかに展開するかが，重要でかつ喫緊の課

題となる．

　本市の６５歳未満の死因別死亡では，虚血性心疾患，脳

血管疾患，糖尿病などの生活習慣病が約２割を占めてお

り，類似中核市８市と比較しても，本市の虚血性心疾患

死亡がトップであった（図５）．さらに，介護保険第２

号被保険者の要介護状態の原因疾病は，約６割が脳血管

疾患及び糖尿病など生活習慣病の重症化によるものであ

る．これらの実態から，より積極的な生活習慣病対策は

市財政構造の改善に寄与する重要な施策として位置づけ

ており，全てのライフステージにある市民を対象に，

PDCAサイクルを活用した計画，評価と事業の再構築を
繰り返しながら，庁内連携のもと戦略的に取組み続けて

いる．（図６）

　このように本市が生活習慣病対策を進めている背景に

は，２０００年度から本市職員約４０００人に対して講じた生活

習慣病対策によって，現職死亡や休職者の減少，健保組

合が負担する傷病手当金の減少などの結果が得られてい

たことが大きい．この結果を１３万人の国保被保険者に応

用しても同様の結果が得られる可能性があるとイメージ

できたことが，国保被保険者，さらには全市民への生活

習慣病対策という次のPDCAへと発展する契機となった．
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図３　外来・入院受療率の状況
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図４　尼崎市人口ピラミッドの推計

図５　死因別死亡の状況（尼崎市と類似８市との比較）



IV. ヘルスアップ尼崎戦略～PDCAの展開
（図８，９）

１．第１段階～市職員への健康管理

　２０００年当時，市職員の現職死亡が年間平均１１人程度，

長期病休者は年間５０人程度あり，この減少が組織課題で

あった．また一方では，市職員健保組合の財政運営上，

医療費適正化が求められた．これら指標の改善を事業目

標とする事業計画においては，現職死亡や長期病休者の

原因疾病，入通院中の疾病内容と医療に要した費用額，

定期健康診断結果等のデータを用いて予防目標とする疾

患を絞り，発症予防に向けた効率的，効果的な方法を検

討した．

　職員の死因別死亡状況では，過去７年間において脳・

心臓血管疾患による死亡が毎年１～５人出現しており，

長期病休者の２０％が循環器疾患によるものであった．

　受療状況では，１ヶ月３,７２２件の全レセプトのうち，
虚血性心疾患による受療者は１４８人，脳血管疾患による

受療者は６４人で，両疾患とも高血圧の合併者が最も多く

（虚血性心疾患に合併が６５％，脳血管疾患に合併が６７％），

次いで高脂血症の合併（同５７％，同５９％），糖尿病（同

４４％，同４４％），肝疾患（同３３％，同３８％）であった．

この結果から虚血性心疾患，脳血管疾患とも合併してい

るリスク因子は同じで，生活習慣病のコントロールに

よって重症化や再発を防ぐことができる可能性が示唆さ

れた．また，高額な医療費を要した疾病は循環器疾患が

中心で，主なものは，脳血管疾患による受療で１人当た

り８９万円から２９０万円，心臓バイパス手術を要するケー
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図６　尼崎市における全庁横断的な生活習慣病予防対策推進体系図



スで４４８万円，手術が必要な閉塞性動脈硬化で１６４万円な

どであった．傷病名に糖尿病があるものが２２３件 （６％）
で，境界型で１ヶ月５,４００円程度の医療費が，神経障害
による壊疽などでは８５万円に増大していた．また人工透

析は年間６１２万を要した．

　これら脳・心血管疾患発症者の過去の定期健康診断結

果を遡って調べてみると，高血圧や高中性脂肪などのリ

スク集積を経て概ね１０年後に脳血管疾患や虚血性心疾患

を発症していることやリスク集積以前には持続した肥満

があることが明らかとなった（図７）．

　これらの状況から，循環器疾患の減少をターゲットに

した生活習慣病対策で職員の健康改善が見込まれたため，

リスク因子が減少するよう確実な受療継続や肥満の改善

などを目標とした施策に取組むこととした．

　このような結果は１９９０年から３年間にわたり３１事業体

１２万人のデータを用いて，脳・心血管疾患を発症した症

例を１０年間遡って，いつから，どのようなリスク因子が

生じていたか調査した研究結果（労働省作業関連疾患総

合対策研究「宿主要因と動脈硬化性疾患に関する研究～

動脈硬化発症に貢献する宿主要因の意義」[１]）と合致し
ていた．この研究結果では，個々のリスク因子はわずか

な異常であっても集積する，いわゆるマルチプルリスク

ファクターがあって，その状態を持続することで脳・心

血管疾患の発症につながることが明らかにされていた．
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図７　血管障害を起こしている人の経過

図８　ヘルスアップ尼崎戦略のPDCA（第１段階から第２段階）



　この研究結果を参考に，市職員の前年度の健診結果か

ら職員個々のリスク因子の集積状況を調べ，序列したと

ころ，リスク因子の集積個数が多い順から３人目にあた

る職員が直近に心血管疾患で死亡しており，さらに１人

目，２人目も脳血管疾患や心筋梗塞ですでに受療してい

た．このことは，リスク因子の集積個数によって職員に

介入することで，課題である脳・心血管疾患発症者を減

少させる可能性を示唆するものであった．

　職員の健康を守ることは家族や地域社会にとって掛け

替えがないが，組織にとっても職員は最大の資源であり，

失うことによる組織の損失は多大であることから，これ

らの結果をもとに，脳・心血管疾患による現職死亡や療

養者の減少，及び健保医療費の適正化を目指すための

「尼崎市職員健康管理戦略」を構築し，リスク因子集積

数，各リスク因子の程度から勘案し決定した介入優先順

位に従って，健診結果をもとにした保健指導介入を重点

的に実施することを計画した．

　保健指導介入は対面保健指導を基本とし，生活習慣を

規定する労働内容やリズムについて職場ぐるみで取組ん

でもらえるよう，職制や職種ごとの講演会，学習会等も

組み合わせて実施した．意図的に庁舎の３分の１程度が

保健指導の対象となるよう設定するとともに，管理職，

中でもより職位上位者は健診結果がそれほど悪くなくと

も保健指導の対象とするなど，労務管理のマネジメント

の一つとして，職場内で保健指導内容について意識が向

くよう計画し，実施した．また，保健指導では，健診結

果に対し「良い」「悪い」という評価はせず，健診結果

から推測できる代謝異常，血管内皮障害等がイメージで

きるようにすることに重点をおいた．

J. Natl. Inst. Public Health, 63（5）: 2014456

野口緑

図９　ヘルスアップ尼崎戦略のPDCA（第３段階から第４段階）

図１０　ウェスト周囲径の増減と動脈硬化性疾患発症率との関
係（職員健診結果による）[２]



　保健指導介入の結果は，職員個々の健診結果の改善状

況，有所見率，リスク因子集積個数などを用い，翌年度

の健診結果によって評価し，脳・心血管疾患の発症者が

あった場合は，過去の健診履歴と保健指導内容を分析し，

保健指導内容の再構築にいかした．このような評価結果

に基づき，翌々年度の保健指導の介入範囲や優先順位，

改善ターゲットにする必要のあるリスク因子などを検討

し，新たに保健指導計画を立案し，保健指導を実施した．

　このような取組み結果として，取組んだ翌年から心血

管疾患による現職死亡がゼロとなり，脳血管疾患による

死亡も減少した．また，長期病休者の減少，健保組合が

負担する傷病手当金の減少に至った（図１０，１１）．

２．第２段階～国保加入者の健康管理

　職員に対する生活習慣病対策の成果を市民の健康寿命

の延伸に向けた対策にいかせないかという尼崎市として

の組織的判断にから，市民に対する施策構築へと発展し

た．その際，職員健康管理戦略での経験からレセプト

データの活用が計画立案及び進捗の評価に極めて有効で

あることが明らかになっていたことや，社会保険ではほ

とんどの場合，健康管理の仕組みがあるが国保にはない

こと，さらに，市長が医療保険者でもあり，国保財政の

健全化対策への責任が明確であることなどの理由から，

本市では２００６年度から医療保険者として国保被保険者の

生活習慣病対策を始めることなった．

　国保被保険者数は１３万人に上ることから，より重点化

した対策の選択を迫られたため，改めて健康指標や国保

医療費データ等を検討し，２００６年に「ヘルスアップ尼崎

戦略事業（以下，「ヘルスアップ戦略」という．）」を構

築した．

　この戦略事業は３つの事業体系からなる．１つめは

「ヘルスアップ健診」で，特定健診やOGTT，頚部エ
コー検査など本市独自のハイリスク健診などの実施とそ

れらの結果に基づく保健指導の実施を行う事業である．

２つめは，これら健診結果やレセプトデータなどを突合

分析し，施策評価や施策の再構築を行う「ヘルストレン

ド事業」で，３つめは，分析結果で明らかになった健康

実態や課題，健診や保健指導の意義などを市民に提供し，

学習を支援する「ヘルスアプローチ事業」で，この３つ

の事業を相互に組み合わせ，PDCAサイクルで個々の事
業や事業間の連携による成果などを評価するとともに，

事業再構築を行う仕組みとなっている．

　ヘルスアップ戦略事業の立案過程では，市の財政構造

と健康指標との関連に焦点を絞ってデータを整理すると

ともに，市民の平均寿命や６５歳未満で要介護認定者の原

因疾病，その他高額な医療費を要する疾病の状況と基礎

疾患の治療状況や重症化と医療費との関係などを詳細に

調べた．結果，脳・心臓血管疾患，大動脈解離でより高

額な医療費を要していること（図１２）や，糖尿病では合

併症の進行で１ヶ月に要する医療費が増加していくこと

などが明らかとなった．これら疾患は健康寿命の延伸を

阻むことからも，これらの予防に焦点を絞り，Ⅲ度高血

圧やHbA１c８％以上（JDS値）など脳・心血管疾患や糖
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心血管疾患による現職職員死亡数の推移 

循環器疾患による休職者数　実施前（H11年度）9名⇒実施後（H16年度）3名 

傷病手当金（長期療養者の休業にかかる補償費） 
実施前（H11年度）16,565千円⇒実施後（H13年度）8,807千円　（△7,758千円） 

（
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00
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）
 脳血管疾患 心疾患 
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図１１　職員健康管理戦略の結果

２００万円以上の費用を要した各疾病の件数及び費用等

発症前受療状況１件当たり
最高額
（万円）

１件当たり
平均額
（万円）

年間総額
（万円）

件数
高血圧糖尿病

４５％１４％５００３１３９,０７２２９脳血管疾患

７０％２６％７４０４０８１１,０１５２７大動脈解離

７０％４７％５８０２９８３１,０２２１０４心血管疾患

４８０２９９２,９９０１０動脈閉塞

糖尿病の重症化と１ヶ月あたりの費用額の比較

腎不全
（人工透析）

腎臓障害網膜症
インスリン
療法

神経障害

５１５,９５６１０３,９６８７４,４３１７３,０１５６９,８１８費用額（円）

図１２　高額な医療費を要する疾病の状況（平成２３年度尼崎市国民健康保険レセプト調べ）



尿病合併症の発症の恐れが極めて高い対象者を抽出し，

優先化して保健指導介入を行うこととした．

　一方，国保被保険者の健診受診率は，２００６年度は１９％

で，健診結果が国保被保険者全体の健康実態を表すとは

言い難く，潜在的な重症者の掘り起しのために，受診率

向上対策にも重点をおいた．DMの送付や回覧板，地域
団体と連携，さらには広く市民に浸透するよう健診の

キャラクターを作成し，市内キャラバンやチラシの配布

など，様々な広報戦略によって，２００７年度の受診率は

２４％，特定健診が始まった２００８年度は４２.３％まで上昇し
た．受診率の上昇は健診未経験者が健診につながったこ

とを反映し，２００７年度のⅢ度高血圧の出現率は４％で前

年度の２％から倍増するなど，ハイリスク者の掘り起し

が進んだ．ハイリスク者には全数保健指導を行った．

　これらの取組みの評価を，重症者の改善状況で見たと

ころ，２００８年度のⅢ度高血圧者２３６人が２０１１年度には２６

人と９割が改善し，未治療者も減少した．またHbA１c
８％以上（JDS値）も２００８年度２０２人が２０１１年度６７人に
減少し，６７％が改善した（図１３）．心筋梗塞や脳血管疾

患による入院件数も減少し，生活習慣病による高額な医

療費の発生も虚血性心疾患では，２００８年度年間１３０件が

２０１２年度は８０件と年間で５０件減少している．さらに，健

診や保健指導介入の有無と１か月あたりの入院外医療費

の比較では，保健指導介入群で最も安く，次いで健診の

み利用，未受診者は最も高い結果であった（図１４）．２

年連続の介入効果を同様に検討すると，２年連続保健指

導介入群で１か月の入院外医療費が最も安い結果であっ

た（図１５）．これは４年間の累積医療費でも同様の結果

が出ており，４年連続保健指導介入群は４年連続健診未

受診群に比べて９８８,９３８円安い結果であった．（図１６）
　このように，重症者への介入は一定の成果が確認でき

たが，介入に多大な時間を要するなど介入量も多い．心

筋梗塞や脳血管疾患の発症者の国保加入情報から，８割

が組合健保や協会けんぽからの異動者であったことから，

より大きな成果に向けては国保加入者への対策に止まら

ず，より早期からの予防対策を講じる必要があることが

明らかとなってきた．
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図１３　特定健診等第１期実施計画の評価

高血圧者の状況

受診勧奨判定値保健指導判定値正常

血圧測定者 Ⅲ度Ⅱ度Ⅰ度正常高値正常

割合人数割合人数割合人数割合人数割合人数

F/AFE/AED/ADC/ACB/ABA

１.７％５７５７.０％２,４１４２５.１％８,６６４２１.６％７,４５９４４.６％１５,４１６３４,５２８H２０

１.１％３２３６.０％１,７４３２３.３％６,７５４２０.６％５,９６４４９.０％１４,１９０２８,９７４H２１

１.０％２７０５.７％１,４９２２３.３％６,０６２２１.４％５,５７７４８.６％１２,６６６２６,０６７H２２

１.２％３７７５.６％１,７１９２２.４％６,８７２２１.６％６,６２７４９.１％１５,０５２３０,６４７H２３

重症者の改善状況

平成２３年度平成２０年度

割合人数割合人数

０.１％２６１.３％２３６総数
Ⅲ度高血圧（１８０/１１０以上）

高血圧症
０.１％１４０.９％１６７（再）未治療者

１.２％２０７６.１％１,０８６総数
Ⅱ度高血圧（１６０/１００以上）

０.６％１０１３.８％６８１（再）未治療者

２.５％４３５３.７％６５９総数eGFR５０未満または尿蛋白２＋以上慢性腎臓病（CKD）

１.８％３１２３.２％５７５総数
HbA１c７％以上

糖尿病
０.３％４９１.３％２３７（再）未治療者

０.４％６７１.１％２０２総数
（再）HbA１c８％以上

０.１％９０.５％８６（再）未治療者

１.８％３１５５.３％９４２総数
LDLコレステロール１８０㎎/�以上高脂血症

１.７％２９３５.０％８７９（再）未治療者

　※HbA１cはJDS値　※平成２０年度，２３年度とも検診受診した人を抽出して比較



３．第３段階～より若年からの予防対策へ

　より若年層から生活習慣病対策に取組むため，特定健

診制度対象外の１６～３９歳の全市民を対象に本市独自に健

診，保健指導をスタートさせた．受診率は５％程度に止

まっているが，健診結果からこれら世代の生活習慣や課

題が把握できる重要な事業と考えている．

　２００９年度の健診結果では，高校生，大学生にあたる１６

～２０歳の受診者１２５人（男５０人，女７５人）のうち，血圧

有所見が男で１１人（２２％），高LDLコレステロールは男
１３人（２６％），女１４人（１９％），３個以上リスク因子が集

積している者は男女併せて１１人（８.８％）に上った．全
員から聴取した食事摂取内容からは，主食がホットケー

キやゼリーなど，全く野菜摂取がない，清涼飲料水を１

日に１褄以上飲む習慣があるなど，生活習慣の著しい偏

りがあり，このような習慣が持続することで将来の生活

習慣病につながることが予測できた．同時に，より低年

齢での生活習慣教育の必要性が確認できた．

　こうしたことから，小中学生の健康状況を明らかにす

るため，市独自に１１歳（小学５年），１４歳（中学２年）

を対象とした，通称尼っこ健診をスタートさせた．平成

２２年度の健診受診率は１１歳で３６％，１４歳で１８％であった．

有所見率は１１歳，１４歳ともでHbA１c有所見（５.２％（JDS
値）以上）が最も多く，３割を越え，第２位に１１歳では

中性脂肪（１４％），１４歳では血圧（１７％）の順であった．

これら有所見率は肥満の有無によって有意差が見られ，

リスク因子を３個集積している者の割合では，１１歳の肥

満ありで１９％，１４歳肥満ありで１８％と，肥満なしの割合

に比べて有意に多かった．（表１，２）

　背景には，野菜量の摂取不足，果汁や野菜ジュース，

清涼飲料水など糖質を多く含む飲料の取りすぎ，遊び内

容がゲームやコンピューターなど身体活動を伴わないも
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高血圧，糖尿病の通院１人当たり平均費用額の比較 
（平成21年　各月5月診療分レセプトより） 

平成19・20年度 
保健指導 

 
 

連続未受診 
 

いずれかの1年で 
健診のみ受診 

 連続健診のみ 
受診 
 いずれか1年で 

保健指導を利用 
 連続保健指導 
利用 

高血圧 
（通院） 

一人当たり平均 
単価 

28,925円 

23,089円 

21,738円 

21,423円 

20.434円 

8,491円の差 

平成19・20年度 
保健指導 

 
 

連続未受診 
 

いずれかの1年で 
健診のみ受診 

 連続健診のみ 
受診 
 いずれか1年で 

保健指導を利用 
 連続保健指導 
利用 

糖尿病 
（通院） 

一人当たり平均 
単価 

32,134円 

27,008円 

25,110円 

25,435円 
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図１５　２年間の健診・保健指導利用と通院医療費の比較

図１６　４年間の健診・保健指導利用と累積医療費の比較

図１４　受診行動と通院医療費の推移



のが多く，１日の身体活動量不足など，生活習慣の偏り

が著しく関係していることがわかった．

　健診受診者全員に対し，結果説明会実施し，食事バラ

ンスや清涼飲料水や菓子に含まれる砂糖の量など，本人

と保護者が生活習慣を振り返る学習機会としている．ま

た，継続的な保健指導が必要となる子どもは，本人の同

意のもと在籍している小中学校の養護教諭に情報提供し，

継続的に生活習慣改善をサポートしてもらう環境を作っ

ている．

　これら尼っこ健診結果から，肥満の有無に関わらず，

すべての子どもに，より早期から，望ましい生活習慣が

身につく環境づくりが必要であることが明らかとなった

ため，教育委員会と情報共有し，学校でどのように教育

する機会がもてるか協議を進めた．その結果，学習指導

要領に基づく生活習慣教育を行う家庭科等教科で積極的

に教育することとなった．市立中学校については生活習

慣の偏りが血管障害と関係していることなどをほとんど

の学校で教育するに至っている．さらに尼っこ健診の検

討結果は幼稚園，保育所とも共有し，小学校に入学する

までに生活習慣を身につける教育をどのように進めるか

検討するに至っている．

　一方，子どもの健診結果の偏りは保護者の生活習慣改

善行動や健診受診を喚起するなど，想像以上の波及効果

があった．

４．第４段階～すべてのライフステージを対象にした健

康管理戦略

　尼っこ健診を基にした教育委員会との連携だけでなく，

脳卒中や糖尿病で要介護状態にある人の再発及び重症化

予防を高齢介護課と連携して実施するなど，すべてのラ

イフステージを対象に全庁横断的に生活習慣病対策に取

組むことは，健康寿命の延伸につながるより大きな成果

が見込める．

　そこで，乳幼児から高齢者まで生活習慣病対策に関連

のある部署で組織した「ヘルスアップ尼崎戦略会議」を

設置し，より多くの市民があらゆる機会に，生活習慣病

予防に取組む環境を享受できるよう協議する場とした．

ここでは，事業目標を「各ライフステージの健診受診率

の増加と結果の改善」と決め，毎年，乳幼児健診，学校

健診，職員定期健診，特定健診，後期高齢者健診の結果

を報告してもらい，全庁的な対策の結果を単年度ごとの

健診結果状況と経年の改善状況を評価している．評価結

果から組織を超えて取組む必要のある新たな施策を協議

し，事業連携や事業整理を経て新たな施策を再構築し，

実施につなげている．

　協議した例を挙げると，保健所や教育委員会，国保担

当など各部署が所管している健診結果を肥満率の変化と

してつなぎ合わせ，共有化した．男性の肥満率が高校生

１１.５％だったものが，２０歳代では２２.５％に上昇している
（図１７）．これを改善するためには小中学生に対する教育

内容の強化が必要であることが議論され，小中学校で使

用する生活習慣病予防の副教材の作成に至っている．一

方，３０，４０歳代の肥満率の上昇が６０歳代脳・心血管疾患

につながっている可能性が見え，介護保険担当では介護

保険料を適正化するためにも健診，保健指導のさらなる

強化が重要だとの意見が出された．

　また，介護予防を目的に万歩計をつけて歩いてもらう

「１００万歩運動」事業の参加の有無によって１ヶ月当たり

の介護給付費に１１,３１５円の差がみられ，これに特定健診
の有無を併せて評価すると，１ヶ月あたりの介護給付費

の差はより大きい２７,５７９円だったことがわかった（図
１８）．このことから，介護保険，国保の両課で組織を越

えて事業の参加推奨を行っている．

　各組織ではそれぞれ事業の実施根拠となる法で求めら

れた健診目的が異なるため，これまで組織を越えてデー

タを共有化する機会がなかったが，データを一緒に評価

することにより横断的な連携が進み，事業の効率化と本

質的な事業改善につながっている．

　今後は，健診データの改善や生活習慣病による要介護

認定者数の状況，医療費や扶助費の動向など，データを

評価し，事業の再構築に取組みたい．

　これら取組みの継続により，今後，生活習慣病の発症

や重症化が減少するなど健康寿命を延伸する市民が増え，

本市の行財政構造の改善につながるものと考えている．
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表１　尼っこ健診の有所見状況（平成２３年度）

表２　リスク因子の集積者数，割合と肥満の有無
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図１８　ヘルスアップ戦略推進会議資料（介護予防部会）

図１７　ライフテージにおける肥満の割合（男女別）



V. それぞれの評価と特徴

　特定健診，保健指導は数値で成果を問われることが大

きな特徴であるが，数値だけを目指すとプロセスが本質

から外れかねない．PDCAのC（評価）においては「何の
ための」施策なのかを絶えず考えながら事業展開できた

かどうかの評価も重要であり，アウトカム評価に加えて，

どのような対象者に，どのような考えでどのようなアプ

ローチを行ったかを表すプロセス評価も大切である．

　一方，成果を左右するものには事業構造も関係する．

特定健診，保健指導が生活習慣病対策にかかる施策のど

こに位置し，どのような役割を果たしているのかといっ

た事業構造を俯瞰し，評価することより，成果達成に向

けたより効率的な展開につながったり，不足の機能を見

つけたりすることができる．また，事業構造を，明確に

することで事業が目指す方向性や他の事業との関係など

全体像を組織内で共有化することができる上で極めて重

要である．

　また，最終的な数値目標を間違わないことも大切であ

る．健康寿命の延伸を目指すためには，脳・心血管疾患

の発症や糖尿病の重症化を減らすことが目的であり，特

定健診受診率の向上が目的ではない．健診受診率を意識

するあまり，健診結果が疾病特徴や生活習慣の偏りを把

握するためのツールであることを見誤ると，正しく

PDCAサイクルを運用することができなくなる．
　これら評価を組合せ，より効率的・効果的な特定健診，

保健指導計画の立案につなげることが重要である．

VI. おわりに

　今後，国保データベースシステム（KDB）が本格稼
働し，健診，医療，介護のデータを突合することが容易

になるなど，計画立案に資するデータが活用しやすくな

る．さらに必要なデータ分析を繰り返し，それをいかし

た全庁横断的な取組みを進め，市民の健康寿命の延伸を

目指したい．
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